
「事業場における労働者の健康保持増進
のための指針」の改正について

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課



１．「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」の主な改正ポイント

○ 令和２年３月の改正ポイント

○ 令和３年２月の改正ポイント
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２．事業場における労働者の健康保持増進のための指針～健康保持増進対策の進め方～

労働者「個人」と「集団」への
措置を効果的に組み合わせ

健康増進無関心層への取組や
事業場の文化・風土醸成

労働者の高齢化を見据えた
若年期からの運動の習慣化等

推進に当たっての留意点

実施結果等を評価し、新たな目標や措置等に反映

⑧ 実施結果の評価

⑦ 健康保持増進計画の実施

健康保持増進計画に沿って、健康保持増進措置を実施

①労働者の健康状態の把握
・健康診断や必要に応じて行う健康測定（生活状況調査・医学的検査等）
等により把握

②健康指導等の実施
・①を踏まえ、運動指導、メンタルヘルスケア、栄養指導、口腔保健指導、
保健指導等の健康指導を実施
・その他、健康教育、健康相談、健康保持増進に関する啓発活動や
環境づくり等を実施

※中長期的視点に立って、継続的・計画的に推進 ※各事業場の実態に即した適切な体制・内容で実施

① 健康保持増進方針の表明

③ 課題の把握

② 推進体制の確立

事業場外資源
・ 健康保持増進に関する支援を行う機関
･･･労働衛生機関、中央労働災害防止協会、
スポーツクラブ等

・ 医療保険者

・ 地域資源
･･･地域の医師会、歯科医師会、地方公共団体等

・ 産業保健総合支援センター

事業場内の推進スタッフ
・ 産業保健スタッフ
･･･労働衛生等の知識を有している
産業医等、衛生管理者等、保健
師等

・ 人事労務管理スタッフ等

把握した課題や過去の目標の達成状況を踏まえて設定

④ 健康保持増進目標の設定

健康保持増進方針、課題、健康保持増進目標、事業場の実情
を踏まえ決定

⑤ 健康保持増進措置の決定

健康保持増進措置の内容・実施時期、健康保持増進計画の期間、
実施状況の評価・計画の見直し等に関する事項を含む計画を作成

⑥ 健康保持増進計画の作成



○ 事業場がＴＨＰ指針に基づく健康保持
増進対策に取り組む際の参考となるよう、
積極的に取り組む事業場の事例の収集・
調査を行い、ポイントやノウハウを、
手引きとしてとりまとめたもの。

（厚生労働省ＨＰ）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000055195_00012.html

＜構成＞

I. ＴＨＰ指針の解説
１．趣旨
２．健康保持増進対策の基本的考え方
３．健康保持増進対策の推進に当たっての基本事項
４．健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項
５．健康保持増進対策の推進における留意事項

Ⅱ. ＴＨＰ指針に沿った事業場の取組事例
１．出前教室を活用した労働者の健康づくり
２．事業者のリーダーシップで健康づくりに取り組む風土醸成
３．メンタルヘルス対策からはじめる労働者の健康意識改革
４．スポーツクラブを活用した運動意識の向上
５．高年齢の労働者が健康で働き続けるための体力年齢測定
６．定期的な歯科健診を通じた歯と口の健康づくり
７．健康保険組合との二人三脚による職場環境改善・喫煙対策

３．「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場における労働者の健康保持増進のための指針～
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３．「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場における労働者の健康保持増進のための指針～

（１） 健康保持増進対策の基本的考え方 （手引きⅠの２③）
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３．「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場における労働者の健康保持増進のための指針～

（２） 健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項（体制の確立）
（手引きⅠの４（１））

健康保持増進措置の実施体制
や措置内容は、事業場の実態に
応じて柔軟に決定することがで
きます。

実施体制は、
「①事業場内の推進スタッフ」
を基本とし、取組内容に応じて
「②事業場外資源」
を組み合わせて構築します。

連携可能な事業場外資源として

〇地域の歯科医師会
〇地方公共団体

等を例示しています。
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３．「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場における労働者の健康保持増進のための指針～

（３） 地域保健と職域保健が連携している事例の紹介（手引きⅠのコラム５より）

地域保健と職域保健の連携は、各地域で設置されている「地域・職域連携推進協議会」
等を通じて行われています。
例えば、宇都宮市の「地域・職域連携推進協議会」では、事業場アンケート調査等を踏
まえ、歯科等に関する出前教室を実施しています。
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３．「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場における労働者の健康保持増進のための指針～

（４） 事業場における取組事例の紹介

地域の歯科医師会を通して、
「歯科衛生に関する出前教室」
を開催した事例もあります。

（手引きⅡの１「出前教室を活用した労働者の
健康づくり」より）

（手引きⅡの６「定期的な歯科健診を通じた歯と
口の健康づくり」より）

歯科健診を年2回実施し、医療保険者（健
康保険組合）と連携して、歯科健診費用の補
助を行っている事例もあります。
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４．まとめ

〇 THP指針では、事業場における労働者の健康保持増進対策
の一つとして、歯科口腔保健を挙げています。

〇 歯科口腔保健等の健康保持増進措置の実施に当たっては、
各事業場の実態に即して、地方公共団体や地域歯科医師会（※）

のサービスを活用することを提案しています。

（※）各都道府県歯科医師会の相談窓口一覧

https://www.jda.or.jp/occupational_health/（日本歯科医師会HP）

〇 各自治体において、事業場における歯科口腔保健の推進の
ための施策を検討する際に、参考にしてください。
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５．補足「事業場における労働者の健康保持増進計画助成金」

〇 THP指針に基づき、健康保持増進計画を作成し、健康
保持増進措置を実施した事業主に対する助成を、令和
３年度中に開始します。

〇 １事業場あたり１００,０００円を上限に実費が支給
されます。ただし、将来にわたり１回限りとなります。

〇 支給要件、申請様式及びこれに添付すべき書類について
は、（独）労働者健康安全機構へお問い合わせください。

TEL ０５７０－７８３０４６(助成金専用ダイヤル)
HP https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/tabid/1251/Default.aspx
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